
 

菅内閣の外交をめぐる国会論議 

～山積する外交課題と東日本大震災への対応～ 
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１．はじめに 

 普天間飛行場移設問題への対応を辞任理由の１つに挙げた鳩山内閣の総辞職を受け、民

主党・国民新党連立政権が継続され、2010年６月８日、菅内閣が発足した。菅総理は所信

表明演説で、外交に関し「現実主義を基調とした外交を推進すべきと考えている。日米同

盟を外交の基軸とし、同時にアジア諸国との連携を強化する」1との認識を表明した。 

７月の参議院通常選挙を経た後、菅内閣は、９月７日の尖閣諸島沖での海上保安庁巡視

船に対する中国漁船衝突事件、11月１日のメドヴェージェフ・ロシア大統領の北方領土訪

問、韓国による竹島周辺海域での構築物建設の動きと、近隣諸国との緊張関係に直面した。

さらに、11 月 23 日の北朝鮮による韓国・延坪島砲撃事件、普天間飛行場移設問題の膠着

を始めとする日米関係の停滞など、相次ぐ厳しい外交案件の対応に追われる菅内閣の外交

について、野党側からは、失態続き、国益を損なうものとの指摘が繰り返された。 

このような中、2011 年３月 11 日に発生した東日本大震災は、我が国の外交にも多大な

影響を及ぼした。巨大地震とそれに伴う大津波、これらにより引き起こされた東京電力福

島第一原子力発電所の事故に見舞われた我が国に対して、世界各国・地域からの多大な支

援や在日米軍を始めとする外国軍隊による救援活動がもたらされ、我が国と国際社会との

つながりやこれまで積み重ねてきた国際協力の意義を改めて認識することとなった。他方、

大震災や原子力災害は、原子力安全に係る国際的な取組の見直し、原発輸出や環太平洋連

携協定（ＴＰＰ）への対応等経済外交などに大きな影響を与えている。 

 本稿では、まず、東日本大震災が菅内閣の外交にいかなる影響をもたらしたのかについ

て概括し、次いで、山積する外交課題について、第 177 回国会（2011 年１月 24 日～８月

31日）における論議を、主に地域別の観点から紹介していくこととする。また必要に応じ

て、菅内閣発足後の第176回国会（2010年 10月１日～12月３日）の論議にも触れる。 

 

２．東日本大震災と外交課題 

（１）大震災に対する国際的支援の受入れと課題 

 東日本大震災に際して、163の国・地域、43の国際機関から支援の申し出がなされ、被

災地における人道支援や原発事故への技術支援等のため、24 の国・地域から緊急援助隊、

医療支援チーム等が日本に派遣されたほか、国連や国際原子力機関（ＩＡＥＡ）のような

国際機関からも専門家等が派遣された。また、日本政府は124の国・地域・国際機関から

緊急物資や寄付金（総額175億円以上）を受け取っている2。 

今回の大震災に際しては、在日米軍が自衛隊と連携し、積極的な支援活動を行った。大
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震災発生当日の３月11日夜、松本外務大臣は、ルース駐日大使に対し、在日米軍による支

援を正式に要請した。これを受け、米軍は最大時で人員２万名以上、艦船約20隻、航空機

約160機を投入した活動（「トモダチ作戦」）を実施し、地震及び福島第一原発に係る支援

を行った。また、海外ＮＧＯ等の活動については、少なくとも16か国における43のＮＧ

Ｏが来日し、日本国内で活動を行った模様である3。 

開発途上国を含む多くの国々から支援がなされていることについて、松本外務大臣は

「その背景には、ＯＤＡを１つの柱としてこれまで国際社会の一員としての役割をしっか

り果たそうとしてきた日本の外交姿勢、それによって培われた信頼、その積み重ねがある」

との認識を示している4。また、高橋外務副大臣は、多くの国々から「今まで日本にはＯＤ

Ａを通じて様々な支援をしてもらった。今回は我々が日本に手を差し伸べるときだ」との

声が寄せられたことを明らかにしている5。 

阪神・淡路大震災に際しては、緊急援助隊が帯同してきた災害救助犬の検疫・通関に時

間を要したことなどが批判されたが、東日本大震災に際しては、おおむね速やかに行われ

たとされる。その一方で、物資や人員による支援の申し出が被災地ごとのニーズと合わな

い例、日本側の対応の遅れにより宙に浮くケースが報じられた6。松本外務大臣は、例えば

支援物資について日本側が規格を指定したことはなく、援助隊、物資などの手続について、

特別な対応ができるよう関係省庁とも調整してきているとの説明を行った7。その上で、海

外からの支援は受け入れるとの方針で調整に当たっているが、ニーズに合わないものをい

きなり持ち込むことは被災現場の負担になるとの認識も示し、広域に及ぶ各被災地のニー

ズを的確に把握し、ニーズに対応できる国・地域の人員や物資を適切に選んで受入れ先を

決めるという意味での「マッチング」が１つの課題であったとの考え方を示している8。 

国際社会からの支援に対して、政府は感謝メッセージ（菅総理３月22日、４月11日）

や海外主要紙への寄稿（菅総理５月27日、松本外務大臣５月９日）等により謝意を表明し

た。国会では、国際的支援に感謝する決議が衆参両院においていずれも全会一致で議決さ

れている9。 

 

（２）ＯＤＡ予算の削減 

 政府は、震災からの復旧・復興に向けた第１次補正予算の財源に充てるため、ＯＤＡ予

算について、平成 23 年度当初予算（一般会計）から 501 億円を削減し、5,226 億円とす

ることを決定した10。日本のＯＤＡ予算は、最近14 年間で半減しており、今回は更にそれ

を削減することとなる。松本外務大臣は、ＯＤＡ予算削減の決定について、「未曾有の大

震災ということで、ぎりぎりの決断であった」とし、その際には、①二国間援助が各国と

の関係に与える影響に最大限配慮をする、②ＯＤＡの現場への影響を極力避ける、③日本

の信頼に直結する国際的コミットメントへの影響を極力避けるといった点に配慮した結果、

財務省所管の国際協力機構（ＪＩＣＡ）有償資金協力部門出資金、外務省所管では国際機

関に対する拠出金等を中心に削減を行ったとの説明を行っている11。対アフリカＯＤＡや

ＭＤＧｓ(ミレニアム開発目標)達成に向けた国際的な約束の達成との兼ね合いについて松

本外務大臣は、表明済みの国際的なコミットメントは誠実に実現していく決意を政府内で
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も確認しており、今後の震災復興の進捗状況を見極めながら、必要な予算が速やかに手当

てされるよう最大限の努力をしていきたいとの見解を示している12。 

５月 11 日、松本外務大臣の主催により開かれた「感謝の集い」において、菅総理はＯ

ＤＡ予算について、「我が国が元気に再建されたときには、削った金額を何倍にも増やし、

多くの国の応援に充てていきたい」との意向を表明したと報じられた13。これについて問

われた松本外務大臣は「菅総理は、元気になっていく中で今回削減した額を何倍かに増や

していくことを考える趣旨で話された」との認識を示した14。 

 

（３）経済外交と復興外交 

 前原外務大臣は2010年９月の就任以来、経済外交の重要性を強調し、４つの柱として、

①高いレベルでの経済連携の推進、②多角的な資源外交の推進、③インフラの海外展開、

④観光立国の推進を掲げた15。これらを実現するため、政府において「包括的経済連携に

関する基本方針」の決定（2010 年 11 月）、パッケージ型インフラ海外展開関係大臣会合

の設置（2010年９月）等が行われている。経済外交の哲学について問われた前原外務大臣

は、人口減少、少子高齢化、莫大な財政赤字という我が国の制約要因を解消し経済を成長

させていく手段の１つとして経済外交を中心に置いているとし、経済外交により国の持続

可能性が高まることにより生まれた国力を外交資源にできると述べた16。 

 経済外交の推進を引き継いだ松本外務大臣は、東日本大震災発生後においても、この国

の長期的な、大きな意味での危機感に対する対応策としての経済外交の必要性や位置付け

は、基本的に変わらないとの認識を示し、例えば東北地方への投資促進に経済連携を有効

に生かせるのかをしっかりと議論していきたいとの考えを明らかにした17。関連して松本

外務大臣は、東日本大震災からの復興に寄与する「復興外交」の展開に意欲を表明し18、

単に元に戻すだけでなく、更に強いものを創っていくという経済外交に復興に資するもの

という視点を加えていきたいとの認識を示した19。 

 

３．福島第一原発事故と外交・国際関係 

（１）原子力の安全をめぐる国際的な取組 

福島第一原発事故は、原子力安全への関心の高まりとこの分野における国際協力の重要

性の再認識を促した。松本外務大臣は「原子力は人類が得た非常に貴重かつ重要なエネル

ギーである」と表明した上で、「国際的な枠組みでの協力も得ながら原子力安全の分野を一

層強化していくことは今後の大きなテーマになってきた」との認識を示している20。 

５月、フランスで開催されたＧ８ドーヴィル・サミットの冒頭で、菅総理は、事故の経

験と教訓を共有することは我が国の歴史的な責務であると述べ、サミット「首脳宣言」で

は、世界的な原子力安全の向上におけるＩＡＥＡの役割の再認識、原子力安全条約を強化

し得る効果的なピア・レビューの検討等が表明された。 

Ｇ８ドーヴィル・サミットに係る国会への報告において菅総理は、各国首脳から我が国

への連帯が表明され、我が国の説明や取組に対する理解が示されたとの認識を示した21。

その上で、原子力安全に果たす我が国の役割について、事故に関する情報の国際社会への
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迅速な提供や世界の専門家との協力による徹底的な原因究明の実施を通じ、ＩＡＥＡを中

心に行われる原子力安全基準の策定等の取組に最大限貢献することであるとし、2012年後

半にＩＡＥＡと共同で原子力安全に関する国際会議を開催する意向を表明し、Ｇ８各国の

参加を求めたと述べた22。 

福島第一原発事故発生後の我が国による情報発信と国際社会による受け止めは、我が国

の外交に課題を生じさせた。事故発生後、政府は原子力事故早期通報条約に基づき、放射

線の影響を最小にとどめるためにＩＡＥＡ等に対し、できる限りのことをしてきたと表明

した23。しかし、日本が４月４日に行った福島第一原発からの低レベル放射性物質を含ん

だ汚染水の海洋放出に際して、各国への通報が遅れたことが指摘され、特に近隣の韓国、

中国、ロシアからは懸念が表明された。この問題について、当初、松本外務大臣は「時間

が限られていることはやむを得ないと思っていた面もある」と説明したが24、その後、「結

果として、各国にファクスで知らせたときには既に放射線の汚染水の排出が始まっていた

ことは事実」と認め25、菅総理は「連絡が十分できていなかったことは大変遺憾であり、

今後しっかり対応していきたい」と述べた26。国際法の観点から松本外務大臣は「基本的

には、義務となっている早期通報条約第２条と同様の通報を当初からずっと続けてきてい

る」とし、また、「国連海洋法条約上もロンドン議定書上も、投棄という言葉の定義だけを

取り上げれば、廃棄物等を船舶等から海洋に処分する行為等ということで位置付けており、

これらの条約等に言う投棄には当たらない」と述べた上で、「あらゆる発生源からの海洋汚

染を防止するという一般的な義務を定めている国連海洋法条約の趣旨に必ずしもかなった

ものでない」との認識も示した27。 

諸外国による我が国産品の輸入規制や我が国への渡航制限等が実施され、いわゆる風評

被害をめぐる論議が相次いだ。これに対し菅総理は、多国間・二国間の会談や協議の場で

科学的根拠に基づいた対応を求め、規制の緩和・撤廃に向けた働きかけを行っており、引

き続き政府一体となって取り組んでいくと答弁している28。 

 

（２）原子力のインフラ海外展開 

菅内閣においては、2010 年６月 18 日に「新成長戦略」を閣議決定し、経済成長のため

に「パッケージ型インフラの海外展開」の推進を掲げた。原子力発電事業もその対象の１

つとされ、官民一体となって原発の新規導入国での受注を目指した。10 月 31 日の日ベト

ナム首脳会談においては、ベトナムの原発２基の建設パートナーを日本とすることが合意

され29、菅総理は、2011年１月24日の第177回国会の施政方針演説で「原子力などのパッ

ケージ型海外展開が前進している。私自らベトナムの首相に働きかけた結果、原子力発電

施設の海外進出が初めて実現した」と述べた30。 

しかし、福島第一原発事故を契機に我が国の原子力政策の在り方、方向性が問われ、菅

内閣は５月17日、東日本大震災を踏まえた「政策推進指針」を閣議決定し、「パッケージ

型インフラ海外展開」等を再検証することとした。 

菅総理は７月 13 日の記者会見で「これからの日本の原子力政策として、原発に依存し

ない社会を目指すべきと考えるに至った」と述べ、さらに、原発の海外輸出について、「今
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回の事故を受け、今後、より安全性を高めて進めていくという考え方をベースにしている

が、もう一度きちんとした議論がなされなければならない段階に来ている」との認識を国

会で表明した31。 

菅総理の表明した国内の「脱原発依存」の考え方と原発の海外輸出の方向性との矛盾が

野党から批判されたが、その後、菅内閣としては原発の海外輸出を継続する方針を閣議決

定した32。松本外務大臣も各国との原子力協定について、「外交交渉の積み重ねや培ってき

た国家間の信頼関係を損なうことのないように留意」しながら、「我が国の原子力技術を活

用したいと希望をする場合に、相手国の意向を踏まえつつ、世界最高水準の安全性を有す

るものを提供していくべきである」との考えを明らかにし、「国会に提出済みの協定を含め

て進めていきたい」と国会で答弁した33。また、国際的な原子力協力の在り方については、

「今回の事故の調査やＩＡＥＡにおける検討状況を踏まえつつ、できるだけ早い時期に我

が国としての考え方を取りまとめる」と表明した34。 

 

４．日米関係 

（１）日米同盟の深化 

菅内閣が外交の基軸とする日米同盟について、安保条約改定50周年に当たる2010年を

節目として日米同盟に係る新たな文書の作成を軸にしばしば論議された。 

同盟深化のための協議の開始について菅総理は、2010 年９月 23 日に行われた首脳会談

において、日米同盟はアジア太平洋のみならず世界の平和と安全のためのインフラである

とした上で、日米同盟を①安全保障、②経済、③文化・知的・人的の交流の３本柱で深化

させていきたいと発言し、両首脳間で合意した。首脳・閣僚・事務レベルなどでの協議は、

同年中の成果の公表には至らず、11 月 13 日の首脳会談では、オバマ大統領から菅総理を

2011 年前半に米国に招待し、その機会に 21 世紀の日米同盟のビジョンを共同声明のよう

な形で示すこととしたいとの発言がなされた。 

普天間飛行場移設問題によって日米間の信頼が揺らいでいるとの指摘に対して菅総理

は、この問題に端を発し、日米関係がやや不安定な状況にあったということを認めた上で、

2010年６月及び９月の二度の日米首脳会談等を含めて、信頼関係、同盟関係が回復したと

の認識を示した35。普天間飛行場移設問題の解決にめどが立っていない状況で日米同盟の

ビジョンを公表することについて前原外務大臣は、我が国を取り巻く戦略環境が極めて厳

しく、日本の安全保障のみならず、この地域の安定の公共財としての日米同盟の深化は、

普天間飛行場移設問題を横に置いても大事であり、共同宣言を発出することは意味がある

とし、普天間飛行場移設問題の決着とは切り離すとの見解を表明した36。 

東日本大震災の発生もあり、2011年前半の菅総理の訪米は実現せず、Ｇ８ドーヴィル・

サミットに際して５月26日に行われた日米首脳会談では、オバマ大統領から、９月前半の

訪米について招待がなされ、日米安全保障協議委員会（「２＋２」）については国会の了

承が得られることを前提に６月下旬に開催することで一致した。 

東日本大震災に対する米軍の積極的な支援活動に象徴される日米協力は、近隣諸国ある

いは世界に対しアピールするという外交的・戦略的な効果も伴っていたとの指摘に対して、
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松本外務大臣は「日米の同盟が言わば本気になったときに大変大きな効果を発揮するとい

うことをある意味では示した」との認識を表明し、日米同盟がアジア太平洋地域のみなら

ず、世界の安定と繁栄のための共有財産という位置付けで有効に機能することが大変重要

だと考え、今回の日米協力も踏まえて幅広く日米同盟を深化させていきたいと述べた37。 

2011年６月21日、2007年５月以来４年ぶりとなる「２＋２」が米国ワシントンで開催

され、共通の戦略目標の見直しや再確認が行われ、安全保障・防衛協力の深化・拡大が合

意されるとともに、東日本大震災、原発事故における自衛隊と米軍との連携・協力を踏ま

え、日米両国が多様な事態へ対処する能力強化を図ることで一致をみた。 

 

（２）在日米軍再編と普天間飛行場移設問題 

2010 年５月 28 日、日本政府は、普天間飛行場代替施設をキャンプ・シュワブ辺野古崎

地区等に建設することで米国政府と合意し、「２＋２」共同発表として公表された。共同

発表においては、代替施設の位置、配置及び工法に関する日米の専門家による検討を同年

８月末日までに完了させ、その検証及び確認を次回の２＋２までに完了することとされた。

８月31日提出された報告書においては、「再編実施のための日米のロードマップ」に記載

されている「Ｖ字案」と「Ｉ字案」が併記され、安全性、米軍運用上の所要、騒音、環境、

費用・工期についての比較検討がなされた。 

2010年12月、菅総理は沖縄を訪問し、沖縄振興策の継続を表明するとともに、普天間飛

行場を名護市辺野古へ移設するとした日米合意の履行を目指す政府の立場を改めて説明し

たが、仲井眞沖縄県知事は合意の見直しを重ねて求めるなど進展は見られなかった。 

普天間飛行場を従来の日米合意どおり辺野古に移設することについて、菅総理は、冷戦

時代、ポスト冷戦、さらに9・11以降、北朝鮮の核・ミサイル・拉致問題など国際的安全

保障状況が変わったことを挙げ、2010年５月の日米合意を踏まえた形でスタートすること

が両国の国益に沿うと判断したと答弁し38、沖縄の海兵隊を含む在日米軍については、我

が国の安全のみならず、アジア太平洋地域の平和と安定のために極めて重要な役割、ある

意味での公共財的な役割を果たしているとの認識を示した39。 

移設先が沖縄県内でなければならない理由について問われた北澤防衛大臣は、北朝鮮の

懸念、中国の軍事力の増強に対しての沖縄の地理的優位性、海兵隊の特性、普天間飛行場

の危険性を一刻も早く除去する必要性を総合的に判断したとの説明を行っている40。最大

の課題である地元の理解について菅総理は、沖縄で厳しい声があることは十分承知してい

るが、引き続き理解を得るべく全力で取り組んでいきたいとの姿勢を示した41。 

普天間飛行場移設の2014年までの完了が絶望視される中、５月11日カール・レビン米

国上院軍事委員会委員長（民主党）等が提案した普天間飛行場の米空軍嘉手納基地統合案

を普天間飛行場の固定化を防ぐ観点から検討すべきとの指摘に対し北澤防衛大臣は、米国

政府もこの提案にコミットする考えはないとしているとし、嘉手納統合案が騒音の増加、

回転翼機と戦闘機との共同運用による安全性の低下、有事等における混雑による基地機能

低下の３つの理由により、日米両政府が辺野古案に落ち着いたとの従来の説明を行った42。 

2011 年６月 21 日に開催された「２＋２」において、在日米軍の再編、普天間飛行場代
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替施設については、日米の専門家による検討に基づき、代替施設の位置、配置及び工法の

検証及び確認が完了され、代替施設は海面の埋立てを主要な工法とし、Ｖ字型に配置され

る２本の滑走路を有するものとされた。しかし、代替施設及び海兵隊の移転は、2014年よ

り後のできるだけ早い時期に完了させることとされ、目標とされていた2014年における達

成は断念された。 

 

（３）在日米軍駐留経費負担特別協定 

在日米軍駐留経費のうち、基地従業員の給与費、光熱水料等、訓練移転費は、在日米軍

駐留経費負担特別協定（以下「特別協定」）に基づいて日本側が負担している。 

第 169 回国会（常会、2008 年）における協定（以下「2008 年協定」）の審査に際して

は、基地従業員の２割に当たるゴルフ場やバーなどの娯楽施設従業員の給与負担の是非が

指摘された。協定の締結に当たって日米両政府は、より効率的・効果的なものとするため、

包括的な見直しをすることで一致したが、我が国の財政状況が厳しい中で米国側の節減努

力について十分な検証をすべきであり、適切な支出の在り方を含め負担の見直しを求める

として、当時の野党は承認に反対した43。 

2008 年協定の 2011 年３月末における失効を控え、2011 年４月以降を対象とする新た

な特別協定の締結交渉が日米間で行われたが、2010 年 12 月 14 日、新特別協定の実質合

意に至った。この合意において、在日米軍駐留経費負担の水準は、新特別協定の有効期間

を５年間とし（平成23 年度～平成27 年度）、現在の水準（平成22 年度予算額（1,881 億

円）が目安）を維持すること、有効期間中、基地従業員の給与費のうち、日本側が負担す

る上限労働者数を、現行の23,055 人から22,625 人に削減し、光熱水料等の日本側負担は

249 億円（平成 22 年度予算額）を上限とし段階的に削減することとされた。また、特別

協定の対象となっていない提供施設整備費の水準については、新特別協定の有効期間にお

いて、現在の水準（平成 22 年度予算額（206 億円）が目安）以上とし、特別協定の減額

分を充当することとされた。これに関連して、2010年５月28 日の「２＋２」共同発表に

示された「緑の同盟」に関する日米間協力の一環として、よりエネルギー効率が高く環境

に優しい設計を導入するなど、環境に配慮した施設の整備に努めることも合意された。 

新特別協定の交渉においては、日本政府が基地従業員の給与費や光熱水料等の削減を求

めた一方で、米国側からは、我が国周辺の安全保障環境の悪化を理由に増額を要求したと

の報道もなされたが44、結果的に、新特別協定を含む在日米軍駐留経費負担は、これまで

のものと同水準が維持されることとなった45。 

新特別協定の審査においては、与党民主党が３年前はほぼ同内容の協定に野党として反

対し、今回は政府側として提出するに至った理由が質された。松本外務大臣は、2008年協

定の審査当時、在日米軍駐留経費負担そのものの必要性に反対したのではなく、労務費・

光熱水料の負担内容に係る検証と国民に対する説明、諸外国と比べた負担の大きさについ

て指摘を行ったとした上で、今回は負担内容で一定の説明責任を果たすため、米側と交渉

し包括的な在り方の見直しを行ったと説明した46。また、在日米軍駐留経費負担（ＨＮＳ）

が我が国の安全保障に不可欠であり、アジア太平洋地域の平和と安定にとっての公共財で
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ある在日米軍の安定的なプレゼンスを支えるもので、地域の安全保障に対する戦略的な寄

与であると考えているとの認識を示した47。さらに、2008 年協定への反対とグアム協定へ

の反対との関わりについて質された松本外務大臣は、これを否定しつつも、結果として、

日米同盟やグアム移転を含む在日米軍再編に対する姿勢に疑義が呈されたことを重く受け

止め、抑止力を維持しつつ、沖縄を始めとする地元負担の軽減を図るべく在日米軍再編を

着実に進めていくとの見解を述べた48。 

 新特別協定をめぐる交渉の結果、在日米軍駐留経費負担の大幅な見直しや減額に至らな

かったことについて問われた菅総理は、我が国を取り巻く国際環境が依然として不透明、

不確実である中、在日米軍の抑止力が我が国や地域の平和と安定のために重要な役割を果

たしていることなどから、経費負担総額の現行水準を維持することとしたと答弁した49。

他方、協定に明文規定のない総額の５年間維持をどう担保するのかとの指摘に対して北澤

防衛大臣は、新特別協定に基づく負担と提供施設整備を合わせた総額の維持は、ＨＮＳの

在り方の包括的見直しを行った結果、日米両政府間で一致を見て発表したと説明するにと

どまった50。さらに、未曾有の東日本大震災に見舞われた現状において、思いやり予算を

復興に回したいと米側に主張すべきとの指摘に対して北澤防衛大臣は、災害による財政状

況と一緒に論じるのは国家経営からいかがなものかと疑問を呈した51。 

2014年までに在沖縄米海兵隊8,000人（家族9,000人）がグアムに移転するロードマッ

プとの関係で、新特別協定の期間を 2014 年（2013 年度）までの３年間に設定できなかっ

たのかとの指摘がなされたが、北澤防衛大臣は在日米軍再編、基地負担の軽減努力の結果、

（駐留経費全体の）削減が見込まれる場合には調整の可能性があると答弁した52。娯楽性

の高い施設に係る労務費の負担について松本外務大臣は、日本側負担を削減するとの考え

方に基づいて、上限労働者数を新特別協定期間中に段階的に削減して22,625人とし、娯楽

性の高い施設について米側が負担することで一致したと述べたが53、該当する職種や沖縄

での雇用者数を特定することは差し控えた54。 

  

５．日中関係 

中国の経済・軍事力の増大、海洋進出・資源確保の動きなどを背景に、日中関係をめぐ

り活発な論議が交わされた。 

特に論議を呼んだのが、尖閣諸島沖中国漁船衝突事件への菅内閣の対応であった。2010

年９月７日、海上保安庁の巡視船が、尖閣諸島周辺の日本領海内で操業中の中国のトロー

ル漁船に対して、領海外へ退去するよう警告を発していたところ、当該漁船は警告に従わ

ず、巡視船２隻に衝突してきた。この事件に対し、日本側は「尖閣諸島が日本固有の領土

であることは疑いがなく、他国との間に解決すべき領有権の問題は存在しない」との基本

的立場を前提とした上で、国内法の手続にのっとり中国漁船の船長を公務執行妨害罪容疑

で逮捕・勾留した。これに対して中国側は、尖閣諸島は中国固有の領土であり、船長に対

する日本の司法手続の履行は不法・無効であるとして、船長の即時・無条件釈放を要求し、

様々な対抗措置を実施した55。その後、９月24日、那覇地検は、中国漁船の船長を処分保

留で釈放すると発表し、その理由の１つとして「我が国国民への影響や今後の日中関係等
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を考慮した」と説明した。翌25日に船長が釈放された後も、中国側は日本に謝罪と賠償を

要求する声明を発表し、10月には中国国内で反日デモが続発するなど、日中関係は良好と

は言えない状態が続いた。 

こうした経緯を踏まえ、国会では、中国人船長の釈放について、①日本は圧力をかけれ

ば屈するとの教訓を中国に与えてしまった、②検察当局に対する政治介入があったのでは

ないか、③検察当局に判断・責任を委ねるのではなく、外交問題として政府の責任で対応

を決定すべきであったなどの指摘がなされた。これに対し菅総理は、中国の圧力に屈した

のではなく、「検察当局が事件の性質を総合的に考慮し、国内法に基づき粛々と判断した結

果であり、検察当局の判断は適切であった」とし、対外的に誤った教訓を与えるものとは

なっていないと強調した56。また、仙谷官房長官は、検察当局に対する政治介入は一切な

かったと明言した57。事件を受けての対中外交方針を問われた菅総理は「近年の中国の台

頭は著しいが、中国には国際社会の責任ある一員として適切な役割と言動を期待している。

日中両国間で様々な問題が生じても、隣国同士として冷静な対応が重要だ」との認識を示

し58、事件への対応を総括して、「将来、日本の対応は適切であったと歴史上評価される」

との考えを示した59。 

その後、日中両国政府は関係改善を模索し、首脳・閣僚級の会談の際には「戦略的互恵

関係」の推進を繰り返し確認し合っている。特に、2011 年３月 11 日に発生した東日本大

震災に際し、胡錦濤国家主席は、北京の日本大使館を訪問し弔意を示し、また、第４回日

中韓首脳会議のため来日した温家宝総理は、李明博韓国大統領と共に、５月21日、被災地

を訪問し、翌22日の日中首脳会談では、原子力安全、防災・災害救援、復興支援・観光促

進等の協力で一致した。松本外務大臣は、復興外交の一環として、日中両国が震災復興等

に協力することを通じ、両国間の国民感情が改善され、政府間の信頼が増すことが期待さ

れるとの見解を示している60。 

中国は、2010 年に国内総生産（ＧＤＰ）で日本を抜き、世界第２位となったが、経済

力の拡大に伴い、近年、軍事力の近代化を進めている。これに加え、東シナ海、南シナ海

などでの海洋活動も活発化している。こうした状況を踏まえ、2011年６月の「２＋２」に

おいて策定された「共通戦略目標」には、中国に対して軍事費の使途透明化を促すことや、

中国を念頭においた東アジアにおける航行の自由の必要性などが盛り込まれた。松本外務

大臣は、日中関係は重要であるとした上で、「透明性を欠いた国防力強化や海洋活動の活発

化には懸念を有しており、中国に国際社会の責任ある一員として適切な役割と言動を期待

し、我々もそうした方向で中国側に働きかけていく」との考えを示している61。 

 

６．日露関係 

 2010 年 11 月１日にメドヴェージェフ大統領がロシアの最高指導者として初めて北方領

土の国後島を訪問し、我が国に大きな衝撃を与え、この問題を軸に論議が展開された。 

 大統領の国後島訪問について前原外務大臣は、近年、石油や天然ガスの価格の高騰によ

り、資源国であるロシアが財政的に潤い、これまで余裕がなかった千島諸島や北方領土の

インフラ整備等に資金が投入されるようになったことを指摘し、北方領土のいわゆる「ロ
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シア化」が進んできた今日の状況では、領土交渉は難しい局面を迎えつつあるとの認識を

示した62。11月 13日、菅総理はＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力）横浜首脳会議に際して、

メドヴェージェフ大統領と会談し、領土問題の解決と経済協力のための協議について首脳

同士を含め進めていくことについて合意した63。 

 2011年２月７日の「北方領土の日」に開催された北方領土返還要求全国大会に出席した

菅総理は挨拶の中で、メドヴェージェフ大統領の国後島訪問は「許し難い暴挙」であると

発言した。国会では、こうした強い表現の言葉の使用が日露間の外交にいかなる影響を与

えるか、その戦略的な意図等が問われたが、菅総理は、この発言にどういう効果があった

か一概に言えないとしつつ、「許せないとの思いを率直に申し上げた」と答弁した64。 

 他方、前原外務大臣も同大会で挨拶し、北方領土返還のために「政治生命をかけて努力

したい」と表明した。菅総理発言に対するロシア側の反発が強まる中、前原外務大臣は２

月11日にモスクワを訪問してラブロフ外務大臣等と会談した。会談の中で日露両国は、「北

方四島における共同経済活動について、日本の法的立場を害しない前提で何ができるかを

日露双方のハイレベルで議論していく」ことで一致した。これは、地域の経済活性化や領

土問題解決の１つのステップになればいいとの趣旨で日本側から提起したものであり、外

務省で具体的な提案を検討させていると前原外務大臣は説明した65。後任の松本外務大臣

もこの方針を引き継ぎ66、「北方四島における共同経済活動については、日本の法的立場

を害さない形で実施されるものであれば、ロシアとの間の平和条約交渉のための環境整備

などに資することが期待される」と評価した67。７月27日には、日露次官級協議で日本側

は共同経済活動の協力方法を提示したとされる。 

 東日本大震災以降、ロシア軍機による日本領空への接近が続き、また、５月15日、イワ

ノフ副首相などの視察団が択捉、国後両島を訪問するなどロシアは強硬姿勢を崩していな

い。５月27日、Ｇ８ドーヴィル・サミットに際して日露首脳会談が行われたが、北方領土

問題に関して菅総理から、あらゆる分野で日露関係を発展していく中で領土問題を解決に

向けて進展させていきたい旨を述べ、静かな環境の下で領土問題についての協議を続けて

いくことが合意された68。 

 

７．日韓関係 

 日韓併合100年に当たる2010年を迎え、日韓関係は菅内閣総理大臣談話の発表、これに

由来する日韓図書協定、竹島問題などを軸に、菅内閣の姿勢をめぐり論議が行われた。 

2010 年８月 10 日、菅総理大臣談話が発表され、「植民地支配がもたらした多大の損害

と苦痛」に「痛切な反省と心からのお詫びの気持ちを表明する」とともに、「36 年に及ん

だ植民地支配」について、当時の韓国の人々の「意に反して行われた」との見解を示し、

「自らの過ちを省みることに率直でありたい」とした。菅総理談話に対して、李明博大統

領は「一歩前進した努力」と評価し、菅総理も「日韓併合100年という難しい年ではあっ

たが、談話に対して韓国の皆さんが高く評価をし、日韓関係も高めてきた」と応じた69。 

菅総理談話で言及された、政府が保管している朝鮮半島に由来する特定の図書を韓国政

府に対して引き渡すことについて規定する日韓図書協定が2010年 11月 14日に署名され、
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第 177回国会においては、その承認案件について審議がなされた70。 

 日韓図書協定が日韓関係に与える影響について問われた松本外務大臣は、「日韓併合100

年という節目において、日韓関係のこれまで、そしてこれからのためにプラスになる」と

の認識を示し71、具体的な意義として「外交の基盤を支えるものとして双方の国民の理解、

また相互の感情のいい形での推移が、強固な関係を築くのに大変重要である」と述べた72。 

 日韓図書協定について参議院での審議が行われる中、韓国国会議員３名が５月24日に北

方領土を訪問した。韓国政府は３名の訪問に関する公的な関与を否定しているが、訪問目

的が竹島問題について日本に圧力をかけるためと伺われたこと、韓国政府が訪問に当たり

便宜供与をしたことが明らかになり、訪問を止められなかった政府に対し追及が繰り返さ

れた。これに対し松本外務大臣は、既に駐韓国日本大使から韓国の外交通商部に対して抗

議を行ったと述べた上で、「竹島の問題における韓国政府、また韓国国民の感情、考え方

なども総合的に判断し、適切に対応することが必要だと思っている」と答弁した73。 

 竹島及びその周辺海域における韓国側によるヘリポート改修や海上科学基地の建設計画

について、政府が韓国側に対し強い姿勢を示さないために事態が生じているとして、野党

からは韓国による竹島占拠の不法性を総理や外務大臣が明言すべきという声が相次いだ。

しかし、松本外務大臣は「竹島は法的根拠のない形で支配されている」74、「竹島が置か

れた状況について、政府としての法的評価を変えたものではないが、私は今ここでこのよ

うに申し上げるのが適切だと思う」との答弁を繰り返すにとどまった75。また、日本政府

が竹島の詳細な現状を国会に対して明らかにしていないのではないかとの批判がなされた

が、松本外務大臣は「具体的に竹島の状況をどのように認識をしているかということは、

情報管理の面もあるため、できる範囲で努めていきたい」と答弁した76。 

 ８月１日には、竹島への定期船の発着地で「独島博物館」がある鬱陵島への実情視察を

自民党の衆参国会議員３名が計画したが、韓国政府から入国を拒否された。これについて、

松本外務大臣は「議員一行の訪韓は、単なる視察目的で通常の適正な手続を経て行うこと

を意図したもので、今回の韓国側の措置は日韓の友好協力関係に鑑み極めて遺憾である、

措置の再考を要請する」との申入れを駐日韓国大使に対して行ったとし77、本件について

は韓国側にきちんと説明を求めていくとした78。 

 

８．北朝鮮問題 

 北朝鮮をめぐっては、2010年３月26日の韓国哨戒艦「天安」沈没事件や、11月 23日の

延坪島砲撃事件など、北朝鮮の相次ぐ挑発行為により緊張が高まる一方、六者会合の再開

に向けた動きが模索される中、論議が行われた。 

 延坪島砲撃事件に対して政府は、北朝鮮による砲撃を強く非難するとともに、韓国政府

の立場を支持する旨表明した。衆参両院では北朝鮮の砲撃を強く非難し、軍事的な挑発行

為を放棄し、拉致問題の早期全面解決を求める旨の決議が全会一致で可決された79。 

 一方、2011年７月22日には南北対話、７月28、29日には米朝協議が行われたが、これ

らの動きについて松本外務大臣は「今般、南北対話及び米朝対話が行われたことを歓迎す

る」と評価したものの80、「重要なことは成果を伴う対話を実現することであり、北朝鮮
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が南北対話や米朝対話を通じて非核化を始めとする自らの約束を真剣に実施する意思を具

体的な行動により示す必要がある」と述べ81、「日米韓が引き続き連携をしていく体制を

堅持するとともに、中国を含む関係国とも意思疎通をしていきたい」と述べた82。 

 中井元拉致問題担当大臣が、中国を訪問し宋日昊日朝会談担当大使と接触したと報道さ

れ、野党側から、二元外交への危惧や日米韓の連携を損なうとの指摘がなされた83。これ

に対し枝野官房長官は「外交と全く関係ない私的旅行である」と述べ84、松本外務大臣は、

中井元大臣が中国に行くことは事前に承知していなかったと述べるにとどまった85。 

 拉致問題については日朝協議が中断するなど進展を見ていない。拉致問題解決に向けた

決意を問われた菅総理は「拉致問題対策事務局の体制を拡充するとともに、関連予算を大

幅に増額し取り組んでいる。北朝鮮から拉致問題の解決に向けた具体的な行動を引き出す

べく、関係国と連携して最大限努力する。拉致被害者の帰国実現のため、政府として何で

もやる覚悟で臨みたい」との姿勢を示した86。 

 

９.包括的経済連携への取組 

 菅総理は、2010 年 10 月１日の所信表明演説において、アジア太平洋諸国と成長と繁栄

を共有する環境を整備するための架け橋としてＦＴＡ（自由貿易協定）・ＥＰＡ（経済連携

協定）が重要との認識の下、国を開き、具体的な交渉を進めていく一環として、環太平洋

連携協定（ＴＰＰ）87交渉等への参加につき検討すると表明した88。11 月９日には、「包括

的経済連携に関する基本方針」を閣議決定し、競争力強化等の抜本的な国内改革と併せ、

主要各国とのハイレベルな経済連携を推進するとともに、特にＴＰＰについては、交渉参

加に至る前段階として、情報収集のための関係国との協議を開始することとした。 

アジア太平洋における地域経済統合の枠組みの中で、特にＴＰＰに言及した背景につい

て菅総理は、世界的なＦＴＡ・ＥＰＡの締結、ＡＰＥＣでのアジア太平洋自由貿易圏（Ｆ

ＴＡＡＰ）構築89に向けた一連の動きの中で、ＴＰＰが急激に世界的な注目を浴びてきた

ため、10月１日の所信表明演説を考える中でＴＰＰについて触れることとしたと答弁して

いる90。さらに、政府として、ＦＴＡＡＰの構築が重要であるが、ＴＰＰはその基礎とな

る取組であり91、幾つかの取組の中でも唯一交渉がスタートしているものであり92、ＴＰＰ

のルールがアジア太平洋、ひいては世界のスタンダードになる可能性がある93との認識が

示された。 

ＴＰＰ交渉への参加と日米関係について問われた前原外務大臣は、交渉参加の判断は対

米関係とは切り離し、主体的に我が国の国益に照らして判断されるとの見解を示した94。

他方、松本外務大臣は、交渉参加が米国との関係強化に資することを認め、ひいては、日

米両国の参加がアジア太平洋地域全体にとっても大きな意義を有するとしている95。日米

ＥＰＡではなくＴＰＰ交渉への参加を検討する理由としては、米国が日米ＥＰＡに余り関

心を示しておらず、専らＴＰＰに重点を置いているという点を挙げている96。 

ＴＰＰは原則全ての品目の関税撤廃を目指していると言われており、農林水産業を始め

とする我が国の産業に影響が及ぶとの懸念が示された。これに対し玄葉国家戦略担当大臣

は、ＴＰＰ交渉の参加国である米豪のＦＴＡでは、品目ベースで４％の関税撤廃例外品目
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が認められていることを指摘し97、例外品目が全くないということはあり得ないとの見解

を示した98。さらに、規制緩和などによる我が国の産業、社会への幅広い影響について政

府は、日本はまだ交渉に参加しておらず、個別にどのような影響が出るかということにつ

いて説明することは困難としながらも99、生命あるいは健康に関わる分野については、交

渉において慎重に扱っていく必要がある100との考えを示している。 

 東日本大震災発生後、ＴＰＰ参加により、被災地の農林水産業、建設業等に影響を及ぼ

すのではないかとの懸念が高まった。これに対し鹿野農林水産大臣は、大震災という大き

な変化があった限りは、ＴＰＰ参加についても新たなる検討が必要であり、政府全体とし

て被災地の復旧・復興のための対策を最優先させるべきであるとの認識を示した101。2011

年５月17日、菅内閣は「政策推進指針」を閣議決定したが、包括的経済連携に関する基本

方針に基づく高いレベルの経済連携推進等、国と国との絆の強化に関する基本的考え方を

検討するとし102、ＴＰＰ交渉参加の判断時期については「総合的に検討する」とした。 

 一方、大震災の影響で我が国の製造業が世界的なサプライチェーンから取り残されるこ

となどへの懸念から、経済連携を推進すべきとの声も産業界を中心に強まり、諸外国から

も、復興支援を目的として、日本とのＥＰＡ締結に前向きな姿勢が示されるようになり、

日ＥＵ、日中韓の各ＥＰＡについては交渉開始に向けて前進が見られた103。 

「復興外交」の展開に意欲を示している松本外務大臣は、震災後の国力を高めるものと

して経済連携があるとし、ＥＰＡ交渉に積極的な姿勢を見せた104。また、ＴＰＰ交渉参加

については、交渉が大きな流れとして2011年 11月の米国ＡＰＥＣでの妥結に向かって動

いていることを踏まえると、早期に決断しなければ意味がなく、交渉参加を判断する時期

はおのずと限られてくるとして、震災発生後においても交渉への早期参加の必要性がある

ことに変わりはないとの見解を示している105。 

2011年当初には６月を目途とするとされたＴＰＰ交渉参加の判断時期は、東日本大震災

により事実上先送りされているが、菅内閣が８月15日に閣議決定した「政策推進の全体像」

でも「総合的に判断し、できるだけ早期に判断する」と記されるにとどまっている。 

 

10.北アフリカ・中東、地球規模問題等 

（１）北アフリカ・中東 

北アフリカでは、2011年１月にチュニジアのベン・アリ政権、２月にエジプトのムバラ

ク政権が相次いで崩壊し、政治改革の途上にある。リビアでは２月以来、カダフィ政権と

反政権側との武力衝突が発生し、３月17日には国連安保理が対リビア制裁に関する安保理

決議1973号を採択、米英仏等を中心にＮＡＴＯが反政権側を支援し軍事的に介入している。

中東湾岸諸国でもシリア等で政府と民主化勢力との対立が激化している。 

チュニジア、エジプトの政変に対して我が国政府は、平和的な民主化を支持すると表明

する一方、リビア情勢と国際社会の対応について問われた松本外務大臣は「文民の保護を

目的として採択された安保理決議にのっとって国連加盟国がとった措置を支持する」との

姿勢を示している106。 
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（２）地球規模問題等(環境・国際テロ対策・ＰＫＯ・ＯＤＡ・人権) 

 2010 年 12 月メキシコで開催された国連気候変動枠組み条約第 16 回締約国会議(ＣＯＰ

16)で、2013 年以降の国際的な法的枠組みの基礎となり得る「カンクン合意」が採択され

た。気候変動問題への対応について問われた菅総理は、米中を含む全ての主要国が参加す

る公平かつ実効性のある国際的な枠組みが、温室効果ガスの削減には必要であり、このよ

うな国際的枠組みの構築等、意欲的な目標の合意を前提とした温室効果ガス25％削減目標

は従来と変わりなく掲げていくとの認識を示した107。 

2011 年５月、パキスタンに潜伏していた 2001 年９月の米国同時多発テロの首謀者とさ

れるウサマ・ビンラーディンが米軍により殺害され、国際テロとの闘いの転機となること

が期待された。これについて松本外務大臣は「テロ対策の顕著な前進を歓迎するというの

が我が国政府の立場であるが、事件の直接の当事者でないこと、具体的な事実関係を承知

する立場になく、国際法的な評価についてコメントは差し控える」との見解を表明した108 。  

2011 年７月、南北内戦を経てスーダンが南北に分離し、南スーダン共和国が誕生した。

南スーダンＰＫＯ派遣の検討について問われた枝野官房長官は、ＰＫＯ事務局、関係省庁

において、我が国が適切に対応することが可能であるかという観点で検討を進めていると

述べるにとどまっている109。 

2010年６月、外務省は「開かれた国益の増進－世界の人々とともに生き、平和と繁栄を

つくる ＯＤＡのあり方に関する検討 最終とりまとめ」を発表し、ＯＤＡを世界の共同

利益を追求するための手段として考えていることを明記するとともに、①貧困削減、②平

和への投資、③持続可能な経済成長の後押し(日本経済の活性化にも貢献)の３本柱を重点

分野とした。このフォローアップについて松本外務大臣は「国民の理解と支持の観点では、

ＯＤＡプロジェクトの現状、成果を体系的に可視化するＯＤＡ見える化サイトをホームペ

ージに立ち上げ情報開示を強化している。ＯＤＡ事業につき、外部専門家との意見交換を

通じて事業の効果的な実施、透明性の向上を図るため、開発協力適正会議を設置した。Ｎ

ＧＯ・外務省定期協議会に政務レベルも出席し、ＮＧＯとの対話・連携を強化している」

との認識を明らかにした110。 

参院政府開発援助等特別委員会は、参院ＯＤＡ派遣調査団の報告・意見交換、ＪＩＣＡ

の駒ケ根青年海外協力隊訓練所、同中部国際センターへの委員派遣、海外コンサルティン

グ企業協会関係者を参考人として招致しての意見聴取・意見交換を踏まえ、「政府開発援助

の持続的な推進を求める決議」を全会一致で議決した111。 

グローバル化の進展に伴い、「国際的な子の連れ去り問題」を背景に「国際的な子の奪

取の民事上の側面に関する条約(ハーグ条約)」の締結問題が論議された。2011 年５月 20

日、政府はハーグ条約の締結について準備を進めていくことを閣議了解した。これについ

て福山内閣官房副長官は、子の福祉を最優先とする観点のほか、我が国から外国に子を連

れ去られた我が国国民が条約の下で中央当局間の協力を通じて子の返還手続を進めること

が可能になること、外国で生活基盤を築いている我が国国民が、我が国のハーグ条約未締

結を理由に子を伴う帰国の制限を受ける場合があるが、このような不利益が解消されるこ

と等が期待されること、我が国に子を連れ帰る場合に対して、ハーグ条約を実施するため
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の法律案に条約に定められた返還拒否事由を適切に規定することにより、我が国の裁判所

でしかるべき判断が行われ得ること等を挙げ、政府として条約締結に向けて準備を進めて

いくとの方向性を打ち出したと説明した112。 

 

11.終わりに 

2012年の米国、中国、韓国、ロシア等における政権移行期を控えながらも、外交案件の

対応に追われる菅内閣の外交姿勢をめぐり質疑が重ねられた。 

国民は民主党の外交を注視していると問われた菅総理は「昨年、尖閣諸島における漁船

衝突事件の経緯の中で、特に国民の皆さんにとって、本当に民主党に外交を任せて大丈夫

なのかという疑念が生じたことは否定できない」113と応じた。また、民主党らしい外交政

策はあるのかとの質疑に菅総理は「私の内閣の外交・安全保障政策について自民党との違

いはあるが、外交において、必ずしも何か大きな違いがあることが必要だというよりは、

継続すべきものは継続し、その中で違いは違いとして打ち出すべきだと考える。私の内閣

では、（第一に）日米基軸、第二にアジア外交の新展開、第三に経済外交の推進、第四に地

球規模の課題への取組、第五に安全保障環境への日本自身の的確な対応を５本の柱として

外交・安全保障政策を推進してきている」114との認識を明らかにした。さらに、外交の基

本、日米関係、日中関係について質された菅総理は「日本の安全保障のベースは、自主的

な防衛であると同時に、日米同盟を基本としている。日本、米国、中国の関係の中で、安

全保障、政治を中心に見たとき、私自身は（日米中）正三角形という表現をした覚えはな

い。日米が基軸の中にあるが、日中も大変重要との認識を持っている。東アジア共同体の

中に米国という要素も含めた形で、地域的な重層的な協力関係が望ましいと認識している。

自主的に判断しながら協力すべきところは協力していく、これが対等という考え方であろ

うと思っている」との見解を表明している115。 

３月 11 日の東日本大震災の発生以来、菅内閣は被災地の復旧・復興、福島第一原発事

故への対処を図る一方、大震災に対する国際的な支援への対応、５月の日中韓首脳会議の

開催など近隣諸国との関係改善、Ｇ８ドーヴィル・サミットでの原子力安全問題に係る提

起、６月の「２＋２」開催による在日米軍再編問題への対応など外交を展開してきた。  

６月２日、菅総理が退陣の意向に言及して以降、野党側からは「外交の停滞」を招いて

いるとの追及がなされた。欧州諸国の債務問題、米国の債務上限問題、円高問題を背景に、

欧米諸国首脳間で電話協議が行われていることを踏まえ、我が国の対応について問われた

菅総理は、首脳同士の電話会議の形にはなっていないが、財務大臣が連日しっかり取り組

んでいることの報告は聞いている旨答弁するにとどまっている116。 

 

 

 

                                                                               
1 第 174回国会参議院本会議録第27号４頁（平22.6.11） 
2 190か国・地域、62の国際機関等からお見舞いのメッセージが寄せられている。物資・資金による支援には

民間団体や個人からのものは含まれておらず、各国の赤十字社や日本の在外公館は、別途様々な形で義援金を

立法と調査　2011.9　No.320

26



 

 
受け取っており、例えば台湾では官民合わせて170億円を超える義援金が集まっている（８月３日現在）。 
3 日本のＮＧＯであるジャパン・プラットフォームが海外ＮＧＯの活動の調整機能を果たすべく、照会窓口を

立ち上げている。 
4 第 177 回国会参議院外交防衛委員会会議録第５号３～４頁（平23.4.14） 
5 第 177 回国会参議院政府開発援助等に関する特別委員会会議録第３号７頁（平22.3.24） 
6 『読売新聞』（平23.3.28）、『日本経済新聞』夕刊（平23.3.31）等 
7 第 177 回国会参議院外交防衛委員会会議録第１号15頁（平23.3.25） 
8 第 177 回国会衆議院外務委員会議録第４号４頁（平23.3.30）、第177回国会参議院外交防衛委員会会議録第

１号14 頁（平23.3.25）、第177回国会参議院外交防衛委員会会議録第２号（平23.3.30）等 
9 第 177回国会参議院本会議録第10号１～２頁（平23.4.15）、第177回国会衆議院本会議録第16号２～３頁

（平23.4.22） 
10 平成23 年度第１次補正予算は４月28 日に国会に提出され、５月２日に成立している。 
11 第 177 回国会衆議院外務委員会議録第８号３～４頁（平23.4.22）。日本の対外援助に関連した主な国際的コ

ミットメントとしては、①平成20 年５月の第４回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤⅣ）において表明した平成

24 年までの対アフリカ支援の倍増、②平成21 年 11 月に決定した「テロの脅威に対処するための新戦略」に

おいて表明したおおむね５年間で最大50 億ドル程度までの対アフガニスタン支援の実施、③平成21 年 12 月

の気候変動枠組条約第15 回締約国会議（ＣＯＰ15）首脳級会合で表明した平成24 年末までの公的資金で約110 

億ドル、官民合わせて約150 億ドル規模の気候変動分野での途上国支援、④平成22 年９月のミレニアム開発

目標（ＭＤＧｓ）国連首脳会合において表明した保健分野における５年間で50 億ドルの支援、教育分野におけ

る５年間で35 億ドルの支援などがある。 
12 第 177回国会参議院決算委員会会議録第６号２頁（平23.5.2） 
13 「国再建後ＯＤＡ増額」『朝日新聞』（平23.5.12）。なお、７月９日に国会に提出され同月25日に成立した

平成23年度第２次補正予算では、削減されたＯＤＡ予算の計上はなされていない。 
14 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録10号９頁（平23.5.24） 
15 第 177回国会参議院本会議録第１号（その１）６～７頁（平23.1.24） 
16 第 177回国会衆議院予算委員会議録第７号８～９頁（平23.2.7） 
17 第 177回国会衆議院外務委員会議録第10号２～３頁（平23.5.11） 
18 『毎日新聞』（平23.4.21） 
19 松本外務大臣会見記録（平23.4.19）＜http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/kaiken/gaisho/g_1104.html＞。

なお、菅内閣は質問主意書に対する答弁書において「復興外交」について、被災地域の雇用と経済の発展に資

する形で諸外国の資源・知見を活用し、「開かれた復興」に資する経済外交を展開していくと説明している。当

面の課題として、各国による我が国への渡航制限や農産物の輸入制限等に対して、各国政府に加え企業等幅広

い対象への説明を行うなど戦略的な取組を各府省で連携しつつ進めていくことを挙げている。（内閣衆質177第

163号（平23.5.17）） 
20 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第１号17頁（平23.3.25） 
21 第 177回国会参議院本会議録第19号３頁（平23.6.1） 
22 第 177回国会参議院本会議録第19号１頁（平23.6.1） 
23 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第４号２頁（平23.4.12） 
24 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第４号17頁（平23.4.12） 
25 第 177回国会衆議院外務委員会議録第５号20頁（平23.4.13） 
26 第 177回国会衆議院予算委員会議録第21号29頁（平23.4.29） 
27 第 177回国会衆議院外務委員会議録第６号17頁（平23.4.15） 
28 第 177回国会参議院本会議録第19号３頁（平23.6.1） 
29 ベトナムへの原発輸出、その後の二国間原子力協定の作成経緯については、中内康夫「ベトナムとの原子力

協定の作成経緯と主な内容～民生分野の原子力協力における平和的利用の法的保証～」『立法と調査』第316号

（平成23年 5月 1日）11～19頁を参照。 
30 第 177回国会衆議院本会議録第１号３頁（平23.1.24） 
31 第 177回国会参議院予算委員会会議録第21号（平23.7.21） 
32 「原子力協定締結に関する菅内閣の姿勢に関する質問に対する答弁書」（内閣衆質177第 345号（平23.8.5）） 
33 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第16号 26頁（平23.8.9） 
34 同上 
35 第 176 回国会衆議院予算委員会議録第８号５頁（平22.11.10） 
36 外務大臣記者会見（平22.11.30）〈http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/kaiken/gaisho/g_1011.html#9-D〉 
37 第 177 回国会参議院外交防衛委員会会議録第８号（その１）２頁（平23.5.17） 
38 第 177回国会衆議院予算委員会議録第12号24頁（平23.2.16） 
39 第 177回国会衆議院予算委員会議録第12号６～７頁（平23.2.16） 
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40 第 177回国会衆議院予算委員会議録第12号７頁（平23.2.16） 
41 第 177回国会参議院本会議録第２号６頁（平23.1.27） 
42 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第12号２～３頁（平23.5.31） 
43 特別協定については、参議院で不承認となり、両院協議会で成案が得られず、憲法61 条の規定に基づき、

衆議院の議決（承認）が国会の議決となった。 
44 『読売新聞』（平22.11.15） 
45 なお、2010 年 12 月 17 日に決定された「中期防衛力整備計画（平成23 年度～平成27 年度）について」に

おいても、在日米軍の駐留をより円滑かつ効果的にするとの観点から、一層の効率化・透明化を図りつつ在日

米軍駐留経費を安定的に確保する旨記載された。 
46 第 177回国会衆議院外務委員会議録第４号２頁（平23.3.30） 
47 同上 
48 第 177回国会衆議院外務委員会議録第４号13～14頁（平23.3.30） 
49 第 177回国会衆議院本会議録第３号18～19頁（平23.1.27） 
50 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第３号11頁（平23.3.31） 
51 第 177回国会衆議院外務委員会議録第４号６頁（平23.3.30） 
52 第 177回国会衆議院外務委員会議録第４号７頁（平23.3.30） 
53 第 177回国会衆議院外務委員会議録第４号13頁（平23.3.30） 
54 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第３号18頁（平23.3.31） 
55 中国側により取られた対日措置の例としては、東シナ海資源開発に関する国際約束締結交渉の一方的な延期

発表（９月 11 日）、日中議会交流委員会（全人代副委員長来日）の延期発表（９月 13 日）、中国外交部「強烈

な反撃措置をとる」旨をホームページに発表（９月 19 日）、上海万博への日本青年１千名派遣事業の延期通告

（９月 19 日、その後の中国側からの再提案を受け、10 月 27 日～30 日に実施）、海上自衛隊遠洋練習航海部隊

の中国寄港の延期通告（10月 10日、海自遠洋練習航海部隊は中国に寄港せず、10月 28日に帰国）、「河南日本

週間」（10月 22日～31日）の延期発表（10月 17日）などがある。また、中国政府は尖閣問題との関係を否定

しているが、９月20日には、中国河北省において（株）フジタと現地法人の日本人社員４人が軍事施設立入り

容疑で中国当局によって拘束された（９月30日に３人釈放、10月９日に残り１人釈放）。さらに、９月21日以

降は、中国における輸出許可証手続や税関検査の厳格化によりレアアース（希土類）の対日輸出が停滞する事

態となった（中国政府は対日輸出停止措置を否定）。 
56 第 176回国会参議院本会議録第２号６頁（平22.10.6） 
57 第 175回国会閉衆議院予算委員会議録第４号９頁（平22.9.30） 
58 第 176回国会参議院本会議録第２号13頁（平22.10.6） 
59 第 177回国会参議院予算委員会会議録第19号 26頁（平23.6.10） 
60 第 177回国会衆議院外務委員会議録第６号10頁（平23.4.15） 
61 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第７号15頁（平23.4.26） 
62 第 176回国会衆議院予算委員会議録第６号15頁（平22.11.8） 
63 第 176回国会参議院本会議録第９号１～２頁（平22.11.17） 
64 第 177回国会衆議院予算委員会議録第12号26頁（平23.2.16） 
65 第 177回国会衆議院予算委員会第三分科会議録第１号32頁（平23.2.25） 
66 第 177回国会衆議院外務委員会議録第３号４頁（平23.3.23） 
67 第 177回国会衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会議録第３号２頁（平23.6.1） 
68 第 177回国会参議院本会議録第19号７～８頁（平23.6.1） 
69 第 177回国会衆議院予算委員会議録第28号21頁（平23.8.8） 
70 日韓図書協定に関する国会論議については、中内康夫「日韓間の文化財引渡しの経緯と日韓図書協定の成立」

『立法と調査』第319号（平23年 8月 1日）14～25頁を参照。 
71 第 177回国会衆議院外務委員会議録第９号22頁（平23.4.27） 
72 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第10号 10頁（平23.5.24） 
73 第 177回国会衆議院外務委員会議録第13号７頁（平23.5.25） 
74 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第６号９頁（平23.4.19） 
75 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第６号９頁（平23.4.19）。なお、外務省のホームページには、「韓

国による竹島占拠は、国際法上何ら根拠がないまま行われている不法占拠」と記載されている。 
76 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第６号９頁（平23.4.19） 
77 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第15号３頁（平23.8.4） 
78 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第16号７～８頁（平23.8.9） 
79 第 176回国会参議院本会議録第10号（その１）１～２頁（平22.11.26） 
80 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第15号２頁（平23.8.4） 
81 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第15号２頁（平23.8.4） 
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82 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第15号３頁（平23.8.4） 
83 拉致問題対策本部事務局の職員が同行したという報道がされ（『産経新聞』平23.7.27）、枝野官房長官はそ

の同行の事実を認めたが、「拉致問題対策本部事務局から職員の北朝鮮関係者との接触の事実は確認されなかっ

たと報告を受けた」と述べている（官房長官記者会見（平23.7.27午前））。 
84 官房長官記者会見（平23.7.27午前） 
85 第 177回国会衆議院予算委員会議録第28号７頁（平23.8.8） 
86 第 177回国会参議院本会議録第３号22頁（平23.1.28） 
87 環太平洋連携協定（Trans-Pacific Partnership：ＴＰＰ）は、貿易のハイレベルな自由化に加え、サービス、

知的財産権、環境と労働などを含むアジア太平洋地域における包括的な協定とすることを目標とし、現在米国

を始めとする９か国により交渉が進められているＦＴＡ／ＥＰＡである。交渉９か国は現在、2011年 11月に米

国・ハワイで開催されるＡＰＥＣ首脳会議の際の交渉妥結を目指しているとされる。 
88 第 176回国会参議院本会議録第１号５頁（平22.10.1） 
89 アジア太平洋自由貿易圏（Free Trade Area of the Asia-Pacific：ＦＴＡＡＰ）構想とは、アジア太平洋地

域で一体的に貿易や投資、経済、金融政策に取り組み、安定した地域経済を実現していこうとするものである。

ＡＰＥＣでは、ＦＴＡＡＰ構築に向けた議論が進められているが、2010年 11月に開催された横浜会議の首脳宣

言では、ＦＴＡＡＰ構築に向けた道筋としてＡＳＥＡＮ＋３、ＡＳＥＡＮ＋６に加え、ＴＰＰが掲げられるに

至った。 
90 第 176回国会参議院予算委員会会議録第６号22頁（平22.11.18）  
91 第 177回国会衆議院本会議録第３号17頁（平23.1.27） 
92 第 177回国会参議院本会議録第３号 23頁（平23.1.28） 
93 第 177回国会衆議院外務委員会議録第10号６頁（平23.5.11） 
94 第 177回国会衆議院予算委員会議録第10号６頁（平23.2.10） 
95 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第13号９頁（平23.6.14）。伴野外務副大臣も同様の見解を示し

ている（第177回国会参議院予算委員会会議録第５号25頁（平23.3.9））。 
96 第 177回国会衆議院外務委員会議録第10号７頁（平23.5.11）松本外務大臣。第177回国会参議院予算委員

会会議録第４号７頁（平23.3.8）玄葉国家戦略担当大臣。 
97 第 176回国会衆議院予算委員会議録第７号32頁（平22.11.9）。海江田経済産業大臣も、同様の指摘をし、

例外品目設定の可能性について言及している（第177回国会参議院予算委員会会議録４号18頁（平23.3.8））。 
98 第 177回国会衆議院予算委員会議録第10号26頁（平23.2.10） 

なお、我が国がこれまで締結してきたＥＰＡにおける品目ベースでの関税撤廃率は全て80％台であるが、山

花外務大臣政務官は民主党政権で目指す高いレベルのＥＰＡにおける品目ベースでの関税撤廃率を「95％ぐら

いが一つの目安」と答えている（第177回国会衆議院外務委員会議録第10号３頁（平23.5.11））。玄葉国家戦

略担当大臣も、一般論としながらも、世界の潮流から遜色のない高いレベルのＥＰＡは95％を超えるものにな

るのではないかとの見解を示している（第177回国会衆議院予算委員会議録第12号 13頁（平23.2.16））。 
99 第 177回国会参議院本会議録第３号12頁 （平23.1.28） 
100 第 177回国会衆議院予算委員会議録第10号27頁（平23.2.10） 
101 第 177回国会参議院農林水産委員会会議録７号９頁（平23.5.2）及び第177回国会参議院農林水産委員会会

議録第９号７頁（平23.5.19） 
102 菅総理は、「政策推進指針」において、明記はされていないが、基本方針の基本的考え方を維持する旨改め

て決定したと説明している（第177回国会参議院予算委員会会議録第18号28頁（平23.6.3））。 
103 ＥＵとのＥＰＡについては、2011年５月26日、27日にブリュッセルで開催された日・ＥＵ定期首脳協議で、

交渉に向けた予備協議の開始で合意した。2011年５月22日に東京で開催された第４回日中韓首脳会議の首脳宣

言では、日中韓ＦＴＡ産官学共同研究を予定より１年前倒しして、2011年中に終了させることとされた。 
104 第 177回国会衆議院外務委員会議録第５号15頁（平23.4.13） 
105 第 177回国会衆議院外務委員会議録第10号９頁（平23.5.11） 
106 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第１号８～９頁（平23.3.25) 
107 第 177回国会参議院本会議録第19号７頁（平23.6.1） 
108 第 177回国会衆議院安全保障委員会議録第５号11頁（平23.5.19) 
109 第 177回国会衆議院内閣委員会議録第15号20頁（平23.7.29) 
110 第 177回国会衆議院予算委員会議録第28号19頁（平23.8.8) 
111 第 177回国会参議院政府開発援助等に関する特別委員会会議録第５号１頁（平23.7.27） 
112 第 177回国会参議院外交防衛委員会会議録第12号 13頁（平23.5.31) 
113 第 177回国会衆議院予算委員会議録第２号９頁（平23.1.31） 
114 第 177回国会参議院本会議録第５号12～13頁（平23.2.16） 
115 第 177回国会衆議院予算委員会議録第12号５頁（平23.2.16） 
116 第 177回国会衆議院予算委員会議録第28号11頁（平23.8.8） 
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